
論文 鉄筋コンクリート造耐震壁の破壊形式，耐力評価に関する研究 
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要旨：鉄筋コンクリート造耐震壁の耐震性を評価するマクロモデルを提案し，耐震壁の破壊形式，せん断耐

力に関し検証し，既往の評価法との比較を行った。提案手法により，既往の耐震壁実験結果において 117 体

中 99体の破壊形式を判定することが出来た。また，耐震壁のせん断耐力に関し，提案手法，既往の耐力評価

式ともに安全側の評価となった。 

キーワード：耐震壁，脚部応力状態，破壊形式，せん断耐力 
 

1. はじめに 
鉄筋コンクリート(以下 RC)造耐震壁の終局変形は，壁

板のせん断破壊(スリップ破壊を含む)，壁板と枠柱の同

時圧壊，壁板のせん断ひび割れの拡大，曲げ降伏後の壁

板のせん断破壊(壁板圧壊)，曲げ降伏後の枠柱脚部圧壊

(曲げ破壊)，曲げ降伏後のスリップ破壊のいずれかによ

り決定される。せん断破壊型，曲げ降伏先行型の分類だ

けでなく上記のような破壊形式においても耐震壁の耐震

性は異なる。例えば，曲げ降伏をしないでせん断破壊す

る場合，「壁板のみで圧壊」と「柱型と壁板同時圧壊」の

破壊形式があり，枠フレームが損傷し急激な軸力低下を

引き起こす後者の破壊形式は避けるようにしたい。また，

曲げ降伏後の破壊形式では一般的に，変形性能が小さい

「曲げ降伏後のせん断破壊」を避け，なだらかに耐力低

下をする「曲げ(圧縮)破壊」に誘導したい。しかし，既

往の耐力評価式ではこれらの破壊形式の違いは考慮され

ていないため，設計段階でこれらの破壊形式を選定でき

るような破壊メカニズムモデルの構築が必要である。 

 勅使川原らは，過去に RC造耐震壁の脚部応力状態に

着目した破壊メカニズムモデルを提案しており，構造実

験によりその有用性を示した 1)。本研究では，せん断破

壊する時の終局条件を整理し，破壊メカニズムの簡略モ

デルを考えることで，耐震壁の変形性能及び破壊形式を

判断するための基準となる耐力算定方法を提案する事を

目的とする。 
 

2. マクロモデル概要 

RC 造耐震壁の破壊は，引張主筋が降伏しない場合(せ

ん断破壊型)は，「壁板のせん断破壊」，「枠柱の圧壊を伴

うせん断破壊」及び「壁板のスリップ破壊」に，引張主

筋が降伏する場合(曲げ降伏型)は，「曲げ降伏後の壁板の

せん断破壊(壁板圧壊)」，「曲げ降伏後の枠柱脚部圧壊(曲

げ破壊)」，「曲げ降伏後のスリップ破壊」に分けて考える

ことができる。これらの破壊形式の違いは，壁板圧縮側

柱脚部において，どの危険断面でコンクリートが圧縮強

度に達するかという違いから生じるものであり，以下 2.1，

2.2節でそれぞれの破壊条件を示す。なお，既往の実験結

果 2)~33)より通常の連層耐震壁ではスリップ破壊はほとん

ど見られないため，本論文中では除外して考察を行った。 

2.1壁板のせん断破壊及び壁板圧壊 
壁板のせん断伝達機構の概念図を図－1 に示す。壁板
の圧縮力をストラット C1，C2 で表す。ここで，C1 は，

コンクリートのストラットを表したものである。C2 は，

壁板横筋及び枠柱による拘束効果を表したストラットで

あり，壁横筋(枠梁主筋を含む)の応力 T と枠柱壁板間に

働く摩擦抵抗力 TSと釣り合っている。伝達されるせん断

力 Qとストラット C1，C2の関係は式(1)で表される。 

 ここで，図－1(a)C1ストラット左側のコンクリート断 
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(a)せん断伝達機構概念図   (b)C2 ストラット応力状態  

図-1 せん断伝達機構 
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面は，引張領域となるため，せん断力を耐震壁脚部に伝

達することは困難である。そのため，壁横筋による引張

力 Tにより形成される C0ストラットは，C1ストラット

を介して圧縮力を脚部へ伝達するものと考える。 

また，C2ストラットに関して以下のことが考えられる。

周辺フレーム及び壁横筋による拘束が十分な耐震壁では，

せん断ひび割れの拡大は有効に抑制され，枠柱と壁板間

のずれが小さく摩擦抵抗力 TSは十分大きい。そのため，

横筋の降伏によって C2 の大きさが定まる。一方，周辺

フレーム等による拘束が十分でない耐震壁では，壁板の

せん断ひび割れが拡大し，壁板と枠柱間でずれが大きく

なる。その結果，摩擦抵抗力 TS が小さくなり，横筋が

降伏する以前に C2の大きさが定まると考えられる。 

 これら拘束の大小による影響を考慮するため，文献 2)

で示されている壁板の伸び率 αを用いる。せん断ひび割

れ発生後の壁板の応力状態を図－2 のように想定し，枠
柱に耐震壁の平均せん断応力度 τに対して壁横筋で引き

戻せない分の分布荷重 ω(=τ-pwσy)及び梁筋の引張力 Tが

作用すると考える。このとき，枠柱を弾性状態と仮定し

た場合の枠柱のたわみ量 δall(cal)は弾性理論から枠柱に分

布荷重 ω として作用した時のたわみ δωと梁主筋の引き

戻し力Tによって生じるたわみδTの和によって表される

(式(2)2))。また，壁板の形状に関わらず壁板拡がり量を表

す指標として，壁板伸び率を用いる(式(3)2))。壁板伸び率

が大きいことは，周辺フレーム等の拘束が小さく，せん

断ひび割れ拡大を抑制できていないことを表し，逆に壁

板伸び率が小さいことは，周辺フレーム等の拘束が大き

くせん断ひび割れ拡大を有効に抑制できていることを表

している。 

 壁板拘束効果の大小がせん断強度発揮に与える影響に

ついて検討した結果を図－3 に示す。横軸は修正荒川
mean式(以下，広沢式)34)により算出されるせん断強度時

の壁板伸び率を，縦軸は実験最大せん断強度を広沢式に

より算出される計算耐力で除した値を表している。ここ

で，図－3 において枠線内の試験体は壁板伸び率が負の
値を取っている。これらの試験体は，壁横筋比が大きく，

壁横筋全断面が降伏しているとの仮定の下では，壁筋に

よる引き戻し力または梁主筋による引き戻し力によって

耐震壁の平均せん断応力度 τにより発生するたわみ量を

十分引き戻せるため，発生するたわみ量としては負の値

が生じる結果となっている。 

また，文献 2)では，壁板伸び率が 0.14%を超えると耐

震壁は期待されるせん断強度を発揮しないことを示して

いるが，図－3 でも同様に壁板伸び率が 0.14%を超える

と発揮されるせん断強度は計算値と比較し低下する傾向

が見られる。 

 これらの結果より，周辺フレーム等による拘束が小さ

い耐震壁では，C2 ストラットが有効に働かないと考え，

壁板のたわみ量が 0.14%を超える耐震壁に関しては，壁

横筋による引き戻し力 Tが働かないものとして耐力算定

を行うことする。 

図－1 に示すせん断伝達機構を考えたとき，壁板のせ
ん断破壊は，壁板に生じる圧縮束によって伝達される力  

Qe(=Q/sinθ)により図－4(a)に示す a-b 断面のコンクリー

トが圧縮強度に達することによって生じると考える。壁

板のせん断破壊時の耐力 Qmaxは，枠柱のない耐震壁の場

合，壁板耐力(式(4.a)の第 1 項)に壁横筋と梁主筋による

引き戻し力 Tを加えて算出する。また，枠柱を有する耐

震壁は図－4(a)に示す(A)の部分も有効断面として耐力

に寄与する(式(4.b)の第 2項)と考え，耐力を算出する(式

(4.b))。横筋による引き戻し力は，トラス機構が成立する

限界値を上限とする。 
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図－3 壁板伸び率とせん断強度発揮の関係 

ここに，δω:両端固定端の時，枠柱に分布荷重ω(=τ-pwσy)
が作用した時のたわみ[mm]，δT: 両端固定端の時，集中
荷重である梁主筋引張力 Tb(=Ab×σby)によって生じるたわ
み[mm]，τ:壁板せん断応力度(=Q/twlw) (N/mm2), tw:壁厚
(mm), lw:壁長さ(mm)，pw:壁横筋比, σwy:壁横筋降伏強度
(N/mm2), ω:枠柱に作用する分布荷重(N/mm2) Ab:梁主筋断
面積(mm2), σby:梁主筋降伏強度(N/mm2)
 図－2 壁板内応力状態及び枠柱の作用力モデル図 
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トラス機構が成立する限界値を既往の実験結果 2)-15)か

ら壁筋がダブル配筋となっている試験体を用いて以下の 

ように定めた。図－5に示すような 1組のトラス機構に

おいて，引張材の引張力が awσwyであると仮定すると，

トラス機構が成り立つ限界は式(6)で表す事ができ，式(6)

より圧縮力を伝達するのに必要な圧縮束の幅(有効幅)L

は式(7)で表される。式(7)より算出される有効幅比 L/sと

壁横筋比 pwhの関係を図－6に示す。ここで，図－6の凡
例は，実験結果よりコンクリートの圧壊が横筋の降伏に

先行しているか否かで分けている。 

図－6より等価横補強筋比 pwhが 1.2%以上であり，L/s

が 0.30 を超える試験体は，トラス機構の限界値に達し，

コンクリートの圧壊が横筋の降伏に先行している。 

また，図中において破線で囲まれた耐震壁は，pwh が

1.2%以上あるものの横筋の降伏が見られている。これら

の試験体は，コンクリート強度が高く，コンクリート断 

面によって伝達できる圧縮力が比較的大きかったため，

横筋の降伏が生じたと考えられる。 

これらの結果は，有効幅 Lを 0.3sと仮定したとき，伝

達できるコンクリートの圧縮力より横筋降伏強度が大き 

ければ，コンクリートの圧壊が横筋降伏に先行すると言

い換えることができる。したがって，トラス機構が働く

限界点は式(8)で定めるとする。 

2.2 枠柱の圧壊を伴うせん断破壊及び曲げ圧壊 
 せん断ひび割れが柱型を貫く，柱の圧壊を伴うせん断

破壊及び曲げ圧壊は，柱脚部に作用する鉛直荷 Q/tanθ(= 

Ne)により，図－4(b)に示す a-c断面域のコンクリートが 

圧縮強度に達することによって生じると考える((9)式)。 

 また，圧縮側壁板脚部へのせん断力の作用角度 θは，図

－4(b)の危険断面 a-c に作用する鉛直荷重とせん断力の

鉛直成分が等しい条件から，(10)式として求められる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.3耐震壁の破壊形式判定手法 

 本提案モデルを用いた最終破壊時の定義を図－7 に示
す。図－7 に示すように耐震壁耐力は，中立軸深さが浅
くなるに従い減少する。そして，耐震壁耐力が平面保持

解析により求められる作用せん断力を下回った時に，破

壊が生じると考える。この時，壁板作用荷重が壁板耐力

に達している時点(Eθ/Qe=1.0)で，鉛直作用荷重が鉛直耐 

(a)a-b断面圧壊時       (b)a-c断面圧壊時   
 図－4 終局時脚部応力状態 
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図－6 等価横補強筋比 pwhと L/s の関係 

ここに，Xn:平面保持を仮定して算出した中立軸位置
[mm]，Dc:柱せい，tw:壁厚[mm]，σB:コンクリート強度
[N/mm2]，θ：圧縮束の角度((9)式)，T:壁横筋，梁主筋に
よる引き戻し力，awh:全壁横筋，梁主筋の合計断面積
[mm2]，σwy:壁横筋降伏強度[N/mm2] 
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ここに，at:引張側主筋断面積[mm2]，tσy’:平面保持を仮定
して算出した引張側柱主筋の応力度[N/mm2]，atw:引張側
壁筋の断面積[mm2]，tσwy’:平面保持を仮定して算出した引
張側壁筋の応力度[N/mm2] 

ここに，k1:コンクリート強度の関数 35)，ac:圧縮側の柱
主筋断面積[mm2]，cσy’:平面保持を仮定して算出した圧
縮側柱主筋の圧縮応力度[N/mm2] 
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力に達していない場合(Ev/Ne>1.0)は「壁板のせん断破壊」

及び「壁板圧壊」により破壊し，壁板作用荷重が壁板耐

力に達する以前(Eθ/Qe>1.0)に，鉛直作用荷重が鉛直耐力

に達する場合(Ev/Ne=1.0)は，「柱の圧壊を伴うせん断破

壊」及び「曲げ破壊」により破壊する。 

ここで，著者らが過去に行ったせん断破壊型 RC 造耐

震壁の構造実験 2),3)を例に壁板耐力余裕度 Eθ/Qeと鉛直耐

力余裕度 Ev/Neの比，(Ev/Ne)/(Eθ/Qe)を用いた耐震壁の破

壊形式判定の評価を示す。提案した破壊メカニズムモデ

ルを用いて算出される結果を図－8に示す。図の横軸は，
Eθ/Qeを，縦軸は Ev/Neを表し，図中に各試験体の(Ev/Ne)/ 

(Eθ/Qe)を示す。図－8より，壁板で圧壊した試験体は， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (Ev/Ne)/(Eθ/Qe)が 1.0以上あるのに対し，枠柱の圧壊を伴

うせん断破壊となった試験体は，(Ev/Ne)/(Eθ/Qe)が 1.0 未

満となっている。今後，本手法を適用し破壊形式を判定

する際に，(Ev/Ne)/(Eθ/Qe)が 1.0 以上となる試験体は，壁

板のせん断破壊及び壁板圧壊により破壊し，

(Ev/Ne)/(Eθ/Qe)が 1.0 未満となる試験体は，枠柱の圧壊を

伴うせん断破壊及び曲げ破壊により破壊すると考える。 
 

3. 既往の実験結果を用いた本提案手法の精度検証 
2 章で示した提案モデルの精度を確認するために，既

往の耐震壁実験結果 2)-33)より，せん断破壊型試験体 69

体，曲げ降伏型試験体 48体の計 117体を選定し，評価式

との比較を行った。スリップ破壊を除く壁板の圧壊また

は壁板の端部せん断破壊により破壊した試験体を対象と

した。ただし，高強度コンクリートを使用した試験体，

軸力，壁横筋比が 0である試験体，特殊配筋となってい

る試験体は除かれている。精度検証に使用した既往の試

験体の主要因子の分布を図－9に示す。 

3.1 破壊形式判定 
提案モデルを用いて算出される破壊形式と実験結果 

の比較を図－10 に示す。せん断破壊型の試験体は，69

体中 64体(93%)の破壊形式(「壁板のせん断破壊」または

「柱型の圧壊を伴うせん断破壊」)を判定できた。また，

曲げ降伏型の試験体は，48 体中 35 体(73%)の破壊形式
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図－7 本モデルにおける破壊点の定義 
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図－10 破壊形式判定結果 
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図－9 パラメータ毎の試験体数 
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図－8 破壊時における断面応力の関係 
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(「壁板の圧壊」または「曲げ破壊」)を判定できた。 

3.2 せん断耐力評価 
せん断破壊型耐震壁を対象に提案モデルにより求め

られるせん断強度と実験耐力の比較を図－11に示す。比
較として広沢式 34)，日本建築学会の鉄筋コンクリート造

建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説 36)に示されてい

るせん断強度式(以下，AIJ指針式)による算定結果も示す。

図－11 では，横軸に計算せん断強度時せん断応力度を，
縦軸に実験で示された最大せん断力時せん断応力度を示

し，壁板のせん断破壊で破壊した試験体をW，壁板と枠

柱の同時圧壊により破壊した試験体をCとし記号を分け

た。ここでせん断応力度は，作用せん断力を枠柱を含む 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

壁板全断面積で除した値である。実験値/計算値の平均値

及び変動係数は，それぞれ提案手法が 1.12，0.16，広沢

式 34)が，1.25，0.12，AIJ指針式 36)が 1.25，0.16となり，

いずれの評価式においても安全側の評価となった。 

また，図－11より提案手法，AIJ指針式ではせん断応

力度が高くなるに従い実験値が頭打ちになる傾向が見ら

れた。この原因として以下のことが考えられる。提案手

法，AIJ 指針式では壁横筋の増加に比例して，せん断耐

力が増加するのに対し，実験では壁横筋量が大きくなる

に従い，せん断耐力増大率は鈍化すると考えられる。 
  

4. まとめ 
 本研究では，RC 造耐震壁の破壊形式，せん断強度，

を評価するマクロモデルを提案しその精度検証を行った。

得られた知見について以下に要約する。  

(1) 既往の実験結果で示されている RC 造耐震壁のうち

117体中 99体(85%)の耐震壁の破壊形式を判定できた。 

(2) 各耐力評価式を用いてせん断耐力を算定した結果，
いずれも安全側の耐力評価となった。また，提案手

法の実験値/計算値のばらつきは学会指針式と同程度

であった。 
 今後の課題として，摩擦抵抗力 TSを考慮し，壁板のス

リップ破壊を含めた耐力算定法への拡張が考えられる。 
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図－11 せん断耐力算定式の精度比較 
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